
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
方形の平板態に構成された光発電機能体である基盤の周辺に難燃材料よりなる方形の枠構
造体のフレームを装着した太陽電池パネルであって、そのフレームを斜めにした設置状態
で上側となる上側フレームと、下側となる下側フレームと、左右の縦フレームとにより構
成し、その上側フレームに対し、前記基盤の辺縁に沿って連続し、外方の開放した樋状の
配線固定部を一体に設け、この配線固定部に前記基盤から出力電圧を取出すコネクタを備
えたリード線を、前記配線固定部の構造面から離隔して保持する保持手段によって配設し
た太陽電池パネル。
【請求項２】
請求項１に記載の太陽電池パネルであって、配線固定部を略垂直な内壁とこの下端から略
水平方向に延出した樋状部とから構成し、この樋状部においてリード線を配設した太陽電
池パネル。
【請求項３】
請求項２に記載の太陽電池パネルであって、配線固定部の略垂直な内壁に保持手段を設け
た太陽電池パネル。
【請求項４】
方形の平板態に構成された光発電機能体である基盤の周辺に難燃材料よりなる方形の枠構
造体のフレームを装着した太陽電池パネルであって、そのフレームを斜めにした設置状態
で上側となる上側フレームと、下側となる下側フレームと、左右の縦フレームとにより構

10

20

JP 3627597 B2 2005.3.9



成し、その左右の縦フレームの一方に対し、前記基盤の辺縁に沿って上下方向に連続し、
上下端側において開放した第１の樋構造を設け、この第１の樋構造の下方に同第１の樋構
造に沿って連続し上下端側において開放した第２の樋構造を設け、

前記上側フレームに対して
、前記基盤の辺縁に沿って連続し、

配線固定部を一体に設け、この配線固定部に前記基盤
から出力電圧を取出すコネクタを備えたリード線を配設した太陽電池パネル。
【請求項５】
請求項４に記載の太陽電池パネルであって、上側フレームに他の太陽電池パネルの縦フレ
ームの下端部の係合が可能なコ状の係合部を横方向に連続して設け、この係合部を横樋構
造とするとともに同横樋構造の内側面に通水部を設けた太陽電池パネル。
【請求項６】
方形の平板態に構成された光発電機能体である基盤の外周に難燃材料よりなる方形の枠構
造体のフレームを装着した太陽電池パネルを屋根の野地上に軒側から棟側へ列状に複数列
並べて構成した太陽電池パネルによる屋根構造であって、前記太陽電池パネルのフレーム
を設置状態で棟側となる棟側フレームと、軒側となる軒側フレームと、妻側となる縦フレ
ームとにより構成し、その棟側フレームに対し、前記基盤の辺縁に沿って連続し、

配線固
定部を一体に設け、この配線固定部に前記基盤から出力電圧を取出すコネクタを備えたリ
ード線を配設するとともに、棟側の前記太陽電池パネルの軒側フレームの下に隣接する軒
側の前記太陽電池パネルの棟側フレームを重ね、前記リード線のコネクタ接続部は各前記
太陽電池パネルについてそれぞれ一つずつ配置し、前記縦フレームの一方に対し、前記基
盤の辺縁に沿って上下方向に連続し、上下端側において開放した第１の樋構造を設け、こ
の第１の樋構造の下方に同第１の樋構造に沿って連続し上下端側において開放した第２の
樋構造を設け

た太陽電池パネルによる屋根構造。
【請求項７】
請求項６に記載の太陽電池パネルによる屋根構造であって、太陽電池パネルの棟側フレー
ムに他の太陽電池パネルの縦フレームの下端部の係合が可能なコ状の係合部を横方向に連
続して設け、この係合部を横樋構造とするとともに同横樋構造の内側面に通水部を設け、
棟側の太陽電池パネルにおける縦フレームの第１の樋構造の上端部に前記通水部により連
絡させ、棟側から軒側に向かって順次分流して流下する雨水流路を構成した太陽電池パネ
ルによる屋根構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、太陽光発電の主体となる平盤形態をした太陽電池パネル及び太陽電池パネルに
より構成する家屋の屋根構造に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
太陽光発電に用いられる太陽電池パネルの多くは、電気的に接続した複数の太陽電池セル
を、表面保護基板と裏面保護材との間に挟持し、表面保護基板と裏面保護材との間に充填
材層を形成して方形盤状とした基盤の周辺部にアルミ製のフレームを装着した構成が採ら
れている。フレームは基盤の端面を嵌込む溝を有する断面形状のアルミの押出し成形材で
構成され、端部からの水分や水蒸気等の侵入を防止するためにブチルゴムやシリコンゴム
等の粘弾性のある防水材を介して基盤の端面に溝を使って嵌め装着されている。このよう
な太陽電池パネルは、屋根上等に架台を介して設置されることが多いが、太陽電池パネル
そのもので家屋の屋根構造を構成することもある。
【０００３】
太陽電池パネルによる屋根構造は、例えば特開平５―２８０１６８号公報に示されている
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その下端側底部には軒
側に設置する太陽電池パネルの表面に水を流す通水孔を設け、

略垂直な内壁とこの下端から略水平方向に延出した外
方の開放した樋状部とから構成した

略垂直
な内壁とこの下端から略水平方向に延出した外方の開放した樋状部とから構成した

、その下端側底部には軒側に設置する太陽電池パネルの表面に水を流す通水
孔を設け



ような構成が採られてきた。即ち、図１３，１４に示すように受面４０が棟側から軒側に
向かって階段状に構成された縦受け枠４１が棟側から軒側に向かって複数列屋根面４２に
固定される。これに妻側に向けて横受け枠４３が配置され、太陽電池パネル４４が受面４
０に端縁部が重なるように階段状に固定される。重ね部の下側の太陽電池パネル４４の棟
側端縁が嵌合する横受け枠４３上に、上側の太陽電池パネル４４の軒側端縁が載置され、
この上側の太陽電池パネル４４と横受け枠４３とがコの字状のクリップで合わせ状態に挟
持される。中間の縦受け枠４１はチャンネル状に構成され、太陽電池パネル４４同士の合
わせ部から侵入する雨水がチャンネルにより軒側へ排水される。妻側の端の縦受け枠４１
は屋根面４２側の端縁が曲げ込まれ、妻側列の太陽電池パネル４４の端縁から流下する雨
水が軒側に排水される。
【０００４】
各太陽電池パネルから引出される出力電圧を取出すための正負のリード線の配線について
は、配線用ダクトを併設してこの配線用ダクト内に収めるか、特開平５―１６７０９６号
公報に示され、図１５によっても示すように基盤４５を保持する架台に配線用ダクト４６
を一体に構成し、この配線用ダクト４６内においてリード線４７を配線している。配線用
ダクト４６は上部が開放したチャンネル構造が採られ、結線を行った後に開放部が蓋４８
により水密を保持した状態に塞がれる。この屋根構造では、組立て及び配線に係る作業が
全て表面側から行うことができ、施工し易く作業性も良い。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
上記のような太陽電池パネル４４においては、雨水に対する確りした排水構造がないため
、太陽電池パネル４４で屋根構造を構成する場合には、上述したような排水構造を持つ架
台状の構造体を屋根面４２上に構成しなければならず、施工に手間がかかるうえ費用も嵩
むといった問題点がある。また、従来の太陽電池パネルによる屋根構造では、リード線４
７を結線し配線を完了した後に配線用ダクト４６に水密保持処置を施して蓋４８をしなけ
ればならず、全て表面側から作業できるとはいえ、施工には随分煩雑な作業を要すること
になる。
【０００６】
本発明は、係る従来の問題点を解決するためになされたものであって、その課題とすると
ころは、配線作業が容易で施工性の良い太陽電池パネルを得ることであり、その太陽電池
パネルの排水性の向上を図り、屋根構造の構成要素として好適な太陽電池パネルを開発す
ることであり、施工性が良く手間のかからない構成の簡素な太陽電池パネルによる屋根構
造を得ることであり、その屋根構造の電気的な安全性能の向上を推進することである。
【０００７】
【課題を解決するための手段】
前記課題を達成するために請求項 1の発明は、方形の平板態に構成された光発電機能体で
ある基盤の周辺に難燃材料よりなる フレームを装着した太陽電池パネル
について、そのフレームを斜めにした設置状態で上側となる上側フレームと、下側となる
下側フレームと、左右の縦フレームとにより構成し、上側フレームに対し、基盤の辺縁に
沿って連続し、外方の開放した樋状の配線固定部を一体に設け、配線固定部に基盤から出
力電圧を取出すコネクタを備えたリード線を

配設する手段を採用する。
【０００８】
前記課題を達成するために請求項２の発明は、請求項１に係る前記手段における配線固定
部を、略垂直な内壁とこの下端から略水平方向に延出した樋状部とから構成し、樋状部に
おいてリード線を配設する手段を採用する。
【０００９】
前記課題を達成するために請求項３の発明は 求項 係る前記手段における

保持手段を設ける手段を採用する。
【００１０】
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方形の枠構造体の

、配線固定部の構造面から離隔して保持する
保持手段によって

、請 ２に 配線固定
部の略垂直な内壁に



前記課題を達成するために請求項４の発明は、方形の平板態に構成された光発電機能体で
ある基盤の周辺に難燃材料よりなる方形の枠構造体のフレームを装着した太陽電池パネル
について、そのフレームを斜めにした設置状態で上側となる上側フレームと、下側となる
下側フレームと、左右の縦フレームとにより構成し、その左右の縦フレームの一方に対し
、基盤の辺縁に沿って上下方向に連続し、上下端側において開放した第１の樋構造を設け
、この第１の樋構造の下方に第１の樋構造に沿って連続し上下端側において開放した第２
の樋構造を設け、

上側フレームに対して、基盤の辺縁に沿って連続し、
配線固定部を一体に設

け、 配線固定部に基盤から出力電圧を取出すコネクタを備えたリード線を配設する手
段を採用する。
【００１１】
前記課題を達成するために請求項５の発明は、

る
手段を採用する。
【００１２】
前記課題を達成するために請求項６の発明は、方形の平板態に構成された光発電機能体で
ある基盤の外周に難燃材料よりなる方形の枠構造体のフレームを装着した太陽電池パネル
を屋根の野地上に軒側から棟側へ列状に複数列並べて構成した太陽電池パネルによる屋根
構造について、太陽電池パネルのフレームを設置状態で棟側となる棟側フレームと、軒側
となる軒側フレームと、妻側となる縦フレームとにより構成し、その棟側フレームに対し
、基盤の辺縁に沿って連続し、

配線固定部を一体に設け、この配線固定部に基盤から出力
電圧を取出すコネクタを備えたリード線を配設するとともに、棟側の太陽電池パネルの軒
側フレームの下に隣接する軒側の太陽電池パネルの棟側フレームを重ね、リード線のコネ
クタ接続部は各太陽電池パネルについてそれぞれ一つずつ配置し、縦フレームの一方に対
し、基盤の辺縁に沿って上下方向に連続し、上下端側において開放した第１の樋構造を設
け、この第１の樋構造の下方に第１の樋構造に沿って連続し上下端側において開放した第
２の樋構造を設け

手段を採用する。
【００１３】
前記課題を達成するために請求項７の発明は、

する
手段を採用する。
【００１６】
【発明の実施の形態】
実施の形態１．
図１～図１０によって示す本実施の形態は、太陽光発電の主体となる平盤形態をした太陽
電池パネル１及びその太陽電池パネル１により構成する家屋の屋根構造２に関するもので
ある。まず、太陽電池パネル１の構成を図１～図６を中心として説明し、次に屋根構造２
を図７～図１０に基づいて説明することにする。本実施の形態の太陽電池パネル１は、図
１に示すように方形の平板態に構成された光発電機能体である基盤３の周辺にアルミ製の
フレーム４を装着した構成である。基盤３は、ダブ線により電気的に直列接続した複数の
太陽電池セルを、充填材層を形成する透明加熱融着剤のシートに挟んで、これを表面保護
基板と耐候性フィルム等の裏面保護材との間に挟持して、真空引きしながら加熱して方形
盤状のパネルとして構成されている。基盤３の背面には出力端子箱３０が図９に示すよう
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その下端側底部には軒側に設置する太陽電池パネルの表面に水を流す通
水孔を設け、 略垂直な内壁とこの下
端から略水平方向に延出した外方の開放した樋状部とから構成した

この

請求項４に係る前記手段における上側フレ
ームに他の太陽電池パネルの縦フレームの下端部の係合が可能なコ状の係合部を横方向に
連続して設け、この係合部を横樋構造とするとともに横樋構造の内側面に通水部を設け

略垂直な内壁とこの下端から略水平方向に延出した外方の
開放した樋状部とから構成した

、その下端側底部には軒側に設置する太陽電池パネルの表面に水を流す
通水孔を設ける

請求項６に係る前記手段における太陽電池
パネルの棟側フレームに他の太陽電池パネルの縦フレームの下端部の係合が可能なコ状の
係合部を横方向に連続して設け、この係合部を横樋構造とするとともに横樋構造の内側面
に通水部を設け、棟側の太陽電池パネルにおける縦フレームの第１の樋構造の上端部に通
水部により連絡させ、棟側から軒側に向かって順次分流して流下する雨水流路を構成



に設けられ、この出力端子箱３０から出力電圧を取出すための正側のリード線３１と負側
のリード線３２がそれぞれ引出されている。正側のリード線３１の端にはプラグを有する
雌側のコネクタ３３が接続され、負側のリード線３２の端にはピンを有する雄側のコネク
タ３４が接続されている。
【００１７】
フレーム４は、斜めの設置状態で上側となる上側フレーム５と、下側となる下側フレーム
６と、左右の縦フレーム７，８との組合わせによる方形の枠構造体として構成されている
。左右の縦フレーム７，８の一方（図１の左側７）は、図４に示すように内側面の上部が
基盤係合部として長手方向に開放した四角筒の第１の樋構造としての内樋９を備えている
。内樋９は基盤係合部に係合した基盤３の側辺縁の背面に沿って上下方向に連続し、その
上下端は開放し、その下端側底部は下面が凹状に削られ、その部分に通水孔１０が形成さ
れている（図１０参照）。この縦フレーム７には内樋９の下方に内樋９に沿って連続し上
下端側が開放した第２の樋構造としての下樋１１と、横方向に隣設させる他の太陽電池パ
ネル１の縦フレーム８を突合わせるための四角筒状の係合部１２がそれぞれ一体に図４に
示すように形成されている。
【００１８】
下樋１１は、両端縁が上側に曲げられた板状に構成されていて、内樋９の下部から垂直方
向に延びる連結部１３により内樋９の下方に受皿状の樋を形成し、その上側端は延出部１
４として内樋９より長く延出している（図１参照）。連結部１３は下樋１１を実質的に左
右に分断していて、連結部１３より内側に張出す下樋１１の内端縁は内樋９の内側面より
さらに若干内側に入り込んでいる。また、連結部１３より外側に張出す下樋１１の外端縁
は、横方向に隣設させる他の太陽電池パネル１の縦フレーム８の投影平面より大きく外方
にフランジ状に延出している。係合部１２は、内樋９の外側に一側面を共有する形態に形
成され、内樋９と係合部１２の直下に下樋１１が位置している。
【００１９】
左右の縦フレーム７，８の他方（図１の右側８）は、図５に示すように断面略Ｊ字型の筒
体に形成され、上面内側面の上端部の間が基盤係合部１５として長手方向に開放している
。この縦フレーム８の基盤係合部１５に続く画成部分は、その基盤係合部１５に係合した
基盤３の側辺縁下部に沿って上下方向に連続する上下端の開放した第３の樋構造１６とな
っていて、その下端側底部には通水孔１７が形成されている。この縦フレーム８の外側部
は内樋９及び下樋１１を備えた縦フレーム７の係合部１２に胴突き状態に係合させること
ができるようになっている。
【００２０】
上側フレーム５は図２及び図６に示すように断面略Ｅ字状に形成されていて、上側の角筒
部が他の太陽電池パネル１の縦フレーム７の下端部の係合が可能なコ状の係合部１８とし
て横方向に連続している。係合部１８の下側のフランジ１９の端縁には立上りが形成され
、係合部１８が縦フレーム７の下樋１１と略直交方向に交差する横樋構造２０となってい
る。係合部１８の下方から外方へ略水平に張出したフランジ１９は、端縁に立上りが形成
された樋状の構成で、縦フレーム７の下樋１１の延出部１４が固定される。横樋構造２０
は底面となるフランジ２１と内側面となるウェブ部２２により構成され、ウェブ部２２に
は通水孔２３が横向きに形成されている。フランジ１９とこれに続く略垂直の内壁をなす
ウェブ部２２とにより各リード線３１，３２を配線し結線する配線固定部３５が構成され
ている。二本のリード線３１，３２はウェブ部２２に開けられた挿通孔から配線固定部３
５に引出されている。基盤３の上側端縁は係合部１８のウェブ部２２の略中央から内側に
張出した受けフランジ２４により受承される。下側フレーム６は平板部２５の内側に基盤
３の下端縁を受ける受部２６が張出した簡単な構成となっている（図１０参照）。
【００２１】
このようにこの太陽電池パネル１には、上側フレーム５に横方向に連続する横樋構造２０
があり、縦フレーム７，８の一方７には縦方向に連続する内樋９と下樋１１が、他方の縦
フレーム８には縦方向に第３の樋構造１６がある。横樋構造２０は横方向に隣接する太陽
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電池パネル１同士の上側フレーム５の合わせ部分から侵入する雨水を受容し、ウェブ部２
２に形成された通水孔２３により縦樋である内樋９に流下する。また、横樋構造２０のフ
ランジ２１の両端の突合わせ部の隙間から漏れる雨水は、縦フレーム７の下樋１１と第３
の樋構造１６により回収される。雨水の挙動は複雑であり、勾配のみで決まるものではな
く、外風の作用や凝集力も雨水の動きに影響を及ぼすが、横方向と縦方向の樋構造により
あらゆる方向からの雨水の侵入に対処することができる。縦方向の樋は内樋９にさらにこ
れを受ける下樋１１があるので、雨水の処理はほぼ万全となる。従って、設置する場合、
特別な樋設備を設ける必要がなく、直接家屋の屋根の野地板２７に固定して取付けること
もできる。
【００２２】
太陽電池パネル相互の電気的な接続は、外部に開放した配線固定部３５においてリード線
３２の雄側のコネクタ３４を他の太陽電池パネル１のリード線３１の雌側のコネクタ３３
に接続することにより行われ、結線部もリード線３１，３２もフランジ１９上に図６に示
すように配設され配線固定部３５に収められる。この作業は外部から容易に行うことがで
き、上側フレーム５に上側に隣接する太陽電池パネル１の下部縁が上側に重ね合わされる
ことにより、配線固定部３５は覆われ、特別な蓋を設ける必要はなく、横樋構造２０が上
部に位置するため水密保持部材も要しない。また、配線固定部３５の内側にはウェブ部２
２があるため、コネクタ結合部等の発熱により万一当該部が焼けるようなことがあっても
延焼は回避されることになる。
【００２３】
次に上述した構成の太陽電池パネル１によって構成する家屋の屋根構造２について説明す
る。ここでは、説明上、上側フレーム５を棟側フレームに、下側フレーム６を軒側フレー
ムにそれぞれ言い換えることにする。またここで言う棟側とは設置状態での上側と同義で
あり、軒側とは設置状態での下側と同義である。この屋根構造２は、図７，８，９，１０
に示すように太陽電池パネル１を屋根の野地板２７上に軒側から棟側へ列状に複数列並べ
て構成されている。野地板２７には棟側から軒側に向かって下り勾配が付けられていて、
この上に棟側の太陽電池パネル１の軒側の端縁が軒側の太陽電池パネル１の棟側フレーム
５の上に重なるように順次配列され、それぞれ野地板２７上にネジにより固定されている
。
【００２４】
太陽電池パネル１による屋根構造２と一般の屋根構造２Ａとの境界があるような場合には
、図７，８に示すように境界部に樋部材２８を縦方向に設け、一般の屋根構造２Ａ側の屋
根材２９を樋部材２８にオーバーラップさせ、樋部材２８側に第３の樋構造１６を持つ縦
フレーム８が向くように配列させて太陽電池パネル１による屋根構造２が構成される。棟
側の太陽電池パネル１の縦フレーム７の下樋１１は軒側の太陽電池パネル１の棟側フレー
ム５の係合部１８に嵌め合わされ、内樋９は軒側の太陽電池パネル１の棟側フレーム５の
上に重ねられて設置される（図９，１０参照）。このような配列が妻方向に複数列並べら
れて太陽電池パネル１による屋根構造２が構成される。妻側についての太陽電池パネル１
相互は、内樋９と下樋１１のある縦フレーム７に隣接する第３の樋構造１６を有する縦フ
レーム８を係合部１２への突合わせ係合により接合される。この接合部分と第３の樋構造
１６は下樋１１の外側へ張出した部分により受けられる。
【００２５】
妻方向に隣接する太陽電池パネル１相互の電気的な接続は、外部に開放した配線固定部３
５においてリード線３２の雄側のコネクタ３４を隣接する太陽電池パネル１のリード線３
１の雌側のコネクタ３３に接続し、リード線３１の雌側のコネクタ３３を隣接する他の太
陽電池パネル１のリード線３２の雄側のコネクタ３４に接続することにより行われる（図
１０参照）。このとき、リード線３１，３２のコネクタ接続部は、図９に示すように各太
陽電池パネル１の配線固定部３５についてそれぞれ一つずつが配置される。この配線構成
を採ることにより二本のリード線３１，３２が接触することがなくコネクタ接続部も一つ
ずつとなるので、コネクタ接続部等の発熱により万一当該部が焼けるようなことがあって
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も延焼についてはこれを防止することができる。
【００２６】
こうした構造の太陽電池パネル１による屋根構造２において、棟側の太陽電池パネル１の
内樋９に侵入した雨水は内樋９を流下していき、その下端側底部の下面が削られた部分に
開設されている通水孔１０から軒側の太陽電池パネル１の表面に流下し、順次太陽電池パ
ネル１の表面を流下して軒側端において排水される（第１の雨水流路）。下樋１１に侵入
した雨水は下樋１１を流下してその下端から軒側の太陽電池パネル１の棟側フレーム５に
形成された横樋構造２０に流下し、さらに横樋構造２０の通水孔２３を経て軒側の太陽電
池パネル１の縦フレーム７の内樋９に流下していく（第２の雨水流路）。
【００２７】
横樋構造２０に流入した雨水の一部は、突合わせ部分の隙間から軒側の太陽電池パネル１
の縦フレーム７，８における下樋１１の延出部１４及び第３の樋構造１６に回収されて流
下していく（第３の雨水流路）。軒側の太陽電池パネル１の下樋１１に分流した雨水はさ
らにそれより軒側の太陽電池パネル１の横樋構造２０において前述したように順次分流し
て流下していく。また、軒側の太陽電池パネル１の内樋９に分流した雨水は、それより軒
側の太陽電池パネル１の表面に流下して前述した第１の雨水流路を経て順次太陽電池パネ
ル１の表面を流下して軒側端において排水される。
【００２８】
縦フレーム８の第３の樋構造１６に侵入した雨水は、通水孔１７で連絡した各縦フレーム
８を流下して軒先端において排水される（第４の雨水流路）。棟側フレーム５の横樋構造
２０は妻方向に隣接する太陽電池パネル１同士の棟側フレーム５の合わせ部分から侵入す
る雨水を受容し、ウェブ部２２に形成された通水孔２３により縦樋である内樋９と、第３
の樋構造１６とに分流して流下させるための構造である。
【００２９】
このようにこの太陽電池パネル１による屋根構造２は、太陽電池パネル１に縦方向に３列
、横方向に１列の排水構造としての樋構造が備えられ、第１～第４の雨水流路が構成され
ているため、特別に排水構造を野地板２７上に構成しなくても屋根構造２を施工すること
ができ、施工の手間も費用も軽減する。また各列について縦方向一列の樋部材で排水する
屋根構造に比べ、下樋１１から内樋９、基盤３表面に排水していく構造のため樋の容量も
小さく設定でき、屋根の平面積をより有効に利用することができる。さらに横樋構造２０
の通水孔２３により軒側に向かって順次分流する雨水流路が構成されているため、軒側に
行くほど処理雨水が増量していくようなこともなく、円滑に雨水の排水処理ができる。
【００３０】
実施の形態２．
図１１，図１２に示す本実施の形態は、実施の形態１で示した太陽電池パネル１に更なる
安全性を高めるための工夫を講じたもので、それに係る構成以外は実施の形態１のものと
同じである。従って、実施の形態１のものと同じ部分については、実施の形態１のものと
同じ符号を用い、それらについての説明は省略する。
【００３１】
本実施の形態の太陽電池パネル１は、上側フレーム５に構成した配線固定部３５のウェブ
部２２に、リード線３１，３２を構造面から浮かせて保持するための保持手段としてのケ
ーブルリテーナ３６を設けたものである。ケーブルリテーナ３６は、難燃性のプラスチッ
クで構成され、リード線３１，３２を保持する保持部３７に脚付きの取付構造３８を一体
成形した構造である。ウェブ部２２に開けた取付孔に取付構造３８を嵌め込むことによっ
てウェブ部２２の中間に複数個が装着され、リード線３１，３２をウェブ部２２からもフ
ランジ１９からも浮かせて保持する。ケーブルリテーナ３６の取付位置は、図１１に示す
ようにコネクタ接続部に近接する位置が、コネクタ接続部の自重による弛みができず、リ
ード線３１，３２を安定良く保持できるので都合が良い。こうした構成を採用することに
より、電気系統から他部材への延焼を防止でき、太陽電池パネル１及びそれによる屋根構
造２の安全性を一段と高めることができる。これ以外の構成及び機能は実施の形態１のも
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のと同じである。
【００３２】
【発明の効果】
請求項１の発明によれば、配線作業が容易で施工性の良い 太陽電池パネルが
得られる。
【００３３】
請求項２の発明によれば、請求項１に係る前記効果とともに安全性が向上する。
【００３４】
請求項３の発明によれば 求項 係る前記効果とともに安全性がより一層向上する。
【００３５】
請求項４の発明によれば、

る。
【００３６】
請求項５の発明によれば、

る。
【００３７】
請求項６の発明によれば、

る。
【００３８】
請求項７の発明によれば、

る。
【図面の簡単な説明】
【図１】実施の形態１の太陽電池パネルを示す平面図である。
【図２】図１の左側側面図である。
【図３】図１の下側側面図である。
【図４】実施の形態１の太陽電池パネルの縦フレームの断面形状を示す拡大図である。
【図５】実施の形態１の太陽電池パネルの縦フレームの断面形状を示す拡大図である。
【図６】実施の形態１の太陽電池パネルの上側フレーム（棟側フレーム）の要部について
の拡大斜視図である。
【図７】実施の形態１の太陽電池パネルによる屋根構造を示す斜視図である。
【図８】実施の形態１の太陽電池パネルによる屋根構造を示す分解斜視図である。
【図９】実施の形態１の太陽電池パネルによる屋根構造を示す平面図である。
【図１０】実施の形態１の太陽電池パネルによる屋根構造を示す縦断側面図である。
【図１１】実施の形態２の太陽電池パネルの配線固定部の正面図である。
【図１２】実施の形態２の太陽電池パネルの配線固定部の側面図である。
【図１３】従来の太陽電池パネルによる屋根構造を示す斜視図である。
【図１４】従来の太陽電池パネルによる屋根構造の断面図である。
【図１５】従来の太陽電池パネルによる他の屋根構造の一部を示す部分断面図である。
【符号の説明】
１　太陽電池パネル、　２　屋根構造、　３　基盤、　４　フレーム、　５　上側（棟側
）フレーム、　６　下側（軒側）フレーム、　７　縦フレーム、　８縦フレーム、　９　
内樋、　１０　通水孔、　１１　下樋、　１６　第３の樋構造、　１７　通水孔、　１９
　フランジ、　２０　横樋構造、　２２　ウェブ部、　２３　通水孔、　２７　野地板、
　３１　リード線、　３２　リード線、３３　コネクタ、　３４　コネクタ、　３５　配
線固定部、　３６　ケーブルリテーナ。
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安全性が有る

、請 ２に

屋根構造の構成要素として好適な自体に排水構造を持つ配線作
業の容易な施工性のよい太陽電池パネルが得られ

請求項４に係る前記効果とともに雨水を分流させて円滑に排水
処理することができ

施工性が良く手間のかからない構成の簡素な安全性も備わった
太陽電池パネルによる屋根構造が得られ、雨水の排水処理機能が向上す

請求項６に係る前記効果とともに雨水を分流させて円滑に排水
処理でき、フレームも小型化できるので屋根の有効面積を広げることが可能にな



【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】
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